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延岡市リサイクル複合施設整備基本計画策定等業務委託 

特 記 仕 様 書 

 

 

第１章 総則 

 

 （適用） 

第１条 本特記仕様書は、延岡市リサイクル複合施設整備基本計画策定等業務（以下、「本業務」

という。）に適用する。 

２ この特記仕様書は、設計業務共通仕様書（平成２８年４月宮崎県県土整備部、以下「共通仕様

書」という。）でいう特記仕様書で、本業務に適用するものとし、業務の実施に当たっての一般

的事項は、共通仕様書によるものとする。 

３ 本業務は設計図書、特記仕様書のほか下記によるものとする。 

 （１）ごみ処理施設整備の計画・設計要領（２０１７改訂版）（公益社団法人全国都市清掃会議) 

 （２）廃棄物コンサルタント業務の標準的内容と積算資料（案）（令和２年５月） 

（一般社団法人持続可能社会推進コンサルタント協会） 

４ 本業務の数量・規格等は、単価抜設計書に記載された内容によるものとする。 

５ 本業務における配置技術者は、契約日時点において、直接的な雇用関係を有する者であること

とする。 

６ この仕様書に明記されていない事項であっても、プロポーザルで提案された内容については、

この仕様書の適用範囲として、受託者の責任において実施するものとする。 

 

 （管理技術者） 

第２条 管理技術者は、業務の全般にわたり包括的管理を行うのに必要な経験を有し、技術士（総

合技術監理部門（衛生工学－廃棄物・資源循環）又は衛生工学部門（廃棄物・資源循環））の資

格を有するとともに、国や地方公共団体又はその他の公共団体において、マテリアルリサイクル

推進施設に係る施設整備基本計画策定業務（ごみ焼却施設とあわせて整備するものも含む）及び

ＰＦＩ等導入可能性調査業務（ごみ処理施設関連）について、それぞれの業務を元請として受託

し、かつ令和２年度以降に完了した業務に従事した実績を有する者とする。 

 

 （照査技術者） 

第３条 本業務は、共通仕様書１－１－８に基づき「照査技術者及び照査の実施」を行う業務に該

当するものであり、本業務における照査技術者を定めなければならない。 

２ 照査技術者は、業務の成果の内容について技術上の照査を行うのに必要な経験を有し、技術士

（総合技術監理部門（衛生工学－廃棄物・資源循環）又は衛生工学部門（廃棄物・資源循環））

の資格を有するとともに、国や地方公共団体又はその他の公共団体において、マテリアルリサイ

クル推進施設に係る施設整備基本計画策定業務（ごみ焼却施設とあわせて整備するものも含む）

及びＰＦＩ等導入可能性調査業務（ごみ処理施設関連）について、それぞれの業務を元請として

受託し、かつ令和２年度以降に完了した業務に従事した実績を有する者とする。 
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 （照査の実施） 

第４条 共通仕様書１－１－８でいう照査計画の策定にあたっては、照査の方法、事項について調

査職員と協議のうえ作成するものとする。 

２ 共通仕様書１－１－８でいう業務の節目は、下記のとおりとする。 

 （１）業務計画書作成時 

 （２）基本条件の設定時 

 （３）細部条件及び構造細目の決定時 

 （４）設計計算書、設計図、数量計算書及び施工計画書等の作成時 

 （５）その他、照査計画作成時において調査職員が指示した時 

３ 共通仕様書１－１－８に基づき実施した照査の結果については、照査報告書として成果品に含

めて提出するものとする。 

 

 （担当技術者） 

第５条 共通仕様書１－１－９「難易度の高い業務」とは「延岡市設計等委託業務成績評定基準 

参考：採点上の補足」によるものとする。なお、これに寄りがたい場合は、業務計画書提出まで

に調査職員と協議するものとする。 

２ 担当技術者を複数人配置する場合は、業務計画書（業務組織計画）に配置技術者の立場・役割

を明確に記載するものとする。 

３ 報告書に担当技術者一覧表をつけるものとし、その場所は業務報告書の表紙の次のページに記

載する。 

４ 担当技術者は、業務の遂行にあたり、施設整備基本計画策定業務及びＰＦＩ等導入可能性調査

業務を行うのに必要な経験を有し、担当技術者のうち主任担当技術者については、国や地方公共

団体又はその他の公共団体において、マテリアルリサイクル推進施設に係る施設整備基本計画策

定業務（ごみ焼却施設とあわせて整備するものも含む）及びＰＦＩ等導入可能性調査業務（ごみ

処理施設関連）について、それぞれの業務を元請として受託し、かつ令和２年度以降に完了した

業務に従事した実績を有する者とする。 

 

 （管理技術者等の保有資格等確認資料の提出） 

第６条 受注者は、管理技術者等選任通知書（契約書様式第４号）を発注者に提出する際は、管理

技術者等が設計図書で定める資格を有していること又はこれと同等の能力と経験を有しているこ

とが確認できる資料を添付するものとする。なお、管理技術者等を変更する場合も同様とする。 

 

 （履行報告書） 

第７条 契約書第１５条及び共通仕様書１－１－３４の規定にかかわらず、当業務における履行報

告書の提出は不要とする。 

 

 （設計業務等変更ガイドラインの適用） 

第８条 設計図書の変更等については、土木設計業務等委託契約書第１８条から第２５条及び共通

仕様書１－１－２１から１－１－２４に記載しているところであるが、その具体的な考え方や手

続については、「設計変更ガイドライン（令和元年５月 延岡市）」によることとする。 
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 （設計段階における「県内企業優先発注及び県産品の優先使用等に係る実施方針」に基づく検討) 

第９条 受注者は、当該設計業務の遂行にあたり、技術的な問題がある場合等を除き、県産品や県

内企業の活用が可能な地産地消に資する工法について検討すること。また、建設資材について

は、県産品を使用した設計を原則とすること。 

 

 （成績評定） 

第１０条 本業務は、延岡市設計等委託業務成績評定要領に示す評定の対象となる業務委託であ

る。 

 

 （業務環境改善に向けたウィークリースタンス等の推進） 

第１１条 本業務を実施するにあたり、受発注者双方は、業務環境改善に向けたウィークリースタ

ンス等の推進実施要領（令和４年４月１日）の趣旨を十分理解し、業務の遂行に努めること。 
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第２章 業務の内容 

 

 （業務の目的） 

第１条 本業務は、本市が管理する延岡市粗大ごみ処理施設及び延岡市リサイクルプラザゲン丸館

（以下、「既存施設」という。）について、災害対応及び、施設の老朽化等に伴い本市が整備を

計画しているリサイクル複合施設（以下、「次期施設」という。）について、以下の業務を行う

ことを目的とする。 

 （１）施設整備基本計画策定業務 

 （２）ＰＦＩ等導入可能性調査業務 

 

 （対象施設） 

第２条 本業務おける対象施設は以下のとおりである。 

 （１）延岡市粗大ごみ処理施設（既存施設） 

    所 在 地    延岡市長浜町３丁目１９５４番地３ 

    処理能力    ４０ｔ/５ｈ 

    処理対象    不燃ごみ、粗大ごみ 

    処理方式    破砕、選別 

    竣工年月    昭和６０年３月 

 （２）延岡市リサイクルプラザゲン丸館（既存施設） 

    所 在 地    延岡市長浜町３丁目１９５４番地３ 

    処理能力    ３０ｔ/５ｈ 

            缶    ４．５ｔ/５ｈ 

            ビン   ６．５ｔ/５ｈ 

            古紙・布 １９ｔ/５ｈ 

    処理対象    缶（スチール缶、アルミ缶） 

            ビン（リターナブルビン、ワンウェイビン） 

            古紙・布（新聞、雑誌、段ボール） 

    処理方式    缶    選別・圧縮 

            ビン   選別 

            古紙・布 圧縮、梱包 

    竣工年月    平成８年１２月 

 

 （業務の内容） 

第３条 本業務の内容は以下のとおりとする。 

 １）施設整備基本計画策定業務 

 （１）基本項目の設定 

  ①建設目的 

   次期施設の整備を行う背景や役割・意義・必要性等を整理する。 

  ②施設整備基本方針 

   次期施設の位置付けを明確にし、施設の整備方針を設定する。 
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 （２）基本条件の設定 

  ①建設場所 

   次期施設の建設場所の位置を整理する。 

  ②敷地面積 

   建設場所の範囲を明記し、敷地面積等を整理する。 

  ③敷地条件 

   ア）地理的条件 

    敷地形状、周辺状況、計画地盤高、電波伝搬路、高度規制、地域開発事業、地質等につい

て整理する。 

   イ）法規制条件 

    次期施設の建設に際して遵守すべき関係法令等を整理する。 

   ウ）都市計画事項 

    用途地域、建ぺい率、容積率、防火地区指定等について調査する。また、以下に示す敷地

周辺設備（ユーティリティ条件）の取り合い、引き込み位置、放流位置等を整理する。 

    ・生活用水、プラント用水 

    ・プラント排水、生活排水、雨水排水 

    ・電気 

    ・燃料 

    ・通信（電話、インターネット回線） 

  ④処理対象物 

   ア）計画ごみ量 

    次期施設の処理対象物の種類及び量を検討する。計画処理量は、一般廃棄物処理基本計画

に基づくものとする。 

   イ）計画ごみ質 

    次期施設の計画ごみ質（種類組成、単位体積重量、可燃分・不燃分・資源物の割合等）を

設定する。 

  ⑤施設規模 

   計画ごみ量、年間稼働日数、運転時間、月変動係数を踏まえ、次期施設の施設規模を設定す

る。 

  ⑥搬入出条件 

   ア）ごみ搬入条件 

     処理対象物の搬入方法、搬入頻度、搬入経路、使用車両の形式及び台数、搬入時間帯等

を検討する。 

   イ）搬出車両条件 

     資源物、残渣等の搬出等の搬出形態及び搬出車両条件を検討する。 

   ウ）その他車両条件 

     各種薬品や用役等の搬入等、各種車両の搬入形態を検討する。 

  ⑦品質条件 

   破砕物の純度及び回収率等を設定する。 
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 （３）公害防止目標値の設定 

   騒音、振動、悪臭、放流水、粉じん等の公害防止基準値を設定する。 

 

 （４）処理方式の設定 

   近年の技術動向等を踏まえ、次期施設の処理方式を検討する。 

 

 （５）処理残渣の処理計画 

   次期施設で発生する可燃残渣、不燃残渣及び処理不適物等の処理方法を検討する。 

 

 （６）施設配置計画 

  ①建物配置 

   主要な建屋（工場棟、計量棟、ストックヤード棟等）の配置計画を行う。 

  ②車両動線計画 

   収集運搬車両、直接搬入車両、資源物及び処理残渣などの搬出車両、薬品等の搬入車両、管

理職員や見学者車両、メンテナンス車両等の動線計画を検討する。 

 

 （７）プラント計画 

  ①基本方針 

   施設の運転管理、日常の維持管理及び将来の設備更新を考慮し、機器構成、安全対策、火災

対策及び地震対策等を検討する。 

  ②プラント設備計画 

   プラント設備の形式、数量及び設計上の留意事項等を検討する。 

 

 （８）土木建築計画 

  ①基本方針 

   施設の機能、施設の意匠・デザイン、大規模災害、見学者への配慮事項及び将来の設備更新

のための対策等を検討する。 

  ②工場棟計画 

   工場棟の構造計画、平面計画等を検討する。 

  ③管理棟 

   管理棟の構造計画、平面計画等を検討する。 

  ④外構計画 

   搬入車両の総数及びピーク時の台数、時間ごとの搬入台数等を考慮した道路幅員や計量棟へ

の待機長、周回道路等を踏まえ、構内道路計画を検討する。また、駐車場計画、門扉及び囲

障、構内植栽計画及び雨水排除計画についても検討する。 

 

 （９）施工計画 

  ①工事中の公害防止 

   工事中の公害防止について、建設場所における法的要求事項及びその対応策を検討する。想
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定する対応策は、以下のとおりである。 

   ・低騒音・低振動対策 

   ・工事車両による周辺道路の汚れ防止対策 

   ・工事排水の対策 

   ・地下水位低下対策 

   ・その他必要な事項 

  ②関連工事との調整 

   本工事と関連のある工事が同時に施工される場合は、取り合い点、工程の調整等について検

討する。 

  ③住民対応 

   次期施設に関する住民説明会の資料（施設のイメージパース１カットを含む）を作成する。 

 

 （１０）運転・管理計画 

   施設運転条件（年間運転日数、稼働時間等）、工場運営組織（直営、委託、人員数等）を検

討する。 

 

 （１１）事業工程 

  ①事業発注段階 

   建設工事の契約までに必要な調査・計画・設計等の業務工程を検討する。 

  ②設計・建設及び運営維持管理段階 

   建設工事の事業契約から竣工引渡し、運営維持管理までの全体工程を検討する。 

 

 （１２）財源計画 

   次期施設の建設及び運営・維持管理に要する概算費用、建設費の年度別の財源内訳等を検討

する。 

 

 （１３）パブリックコメント対応 

   施設整備基本計画（案）については、本市にてパブリックコメント（意見募集）を実施する

ため、回答案の作成に協力するとともに、必要に応じて施設整備基本計画（案）の見直しを実

施する。 

 

 （１４）関係機関との協議対応 

   本業務の遂行に当たり必要となる関係機関との協議に際して、その協議資料の作成を行い、

その結果を関係する計画・設計等に反映させる。 
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 ２）ＰＦＩ等導入可能性調査業務 

 （１）導入が想定される事業方式の概要整理 

   マテリアルリサイクル推進施設の整備・運営に際して導入が想定される事業方式（公設公営

方式、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式等）の概要を整理する。 

 

 （２）事業方式の評価 

   ①事業範囲の検討 

    当該事業の事業範囲の検討を行う。 

   ②事業で想定される事業方針の抽出と公共及び民間の役割分担の検討 

    想定される事業方式を抽出すると同時に、公共及び民間の役割分担のあり方について検討

する。 

   ③法的課題の整理 

    廃棄物処理法、地方自治法等現行の法制度を踏まえ、本事業をＰＦＩ等手法により実施し

た場合の課題を整理する。 

   ④支援措置の検討 

    公的な補助（交付金）、税制上の支援や土地の無償貸与、金融上の支援措置、民間事業者

の応募意欲を高め、事業採算性を向上するための支援措置について検討する。 

 

 （３）各事業方式における前提条件の設定 

   前項で抽出した各事業方式の建設費、維持管理費を設定する。 

   マテリアルリサイクル推進施設整備・運営にＰＦＩ方式等を導入する場合の法的課題を整理

する。 

 

 （４）事業化シミュレーション（ＶＦＭの評価） 

   ①財務シミュレーション 

    前提条件を踏まえ、事業方式ごとに建設、維持管理費を主なコスト対象としたシミュレー

ションを行い、ライフサイクルコスト(建設費及び運営費)の算出、及び資金の内訳（国庫補

助、起債、自主財源等）を明らかにする。 

   ②ＶＦＭ(Value For Money)の評価 

    上記までの検討結果を踏まえ、各事業方式で期待される、VFM（Value For Money：事業の

ライフサイクルにおける費用と効果の最適な組み合わせ）による財政支援の削減効果を算出

する。 

 

 （５）市場調査（６）民間事業者の参加意向等の把握 

   本事業の事業概要書を提示し、アンケートやプロポーザルで提案された内容により、民間事

業者の参加意向等を把握する。 

   

 （７）事業実施にあたっての課題整理 

   前項で抽出した事業方式により事業を実施する場合のスケジュール（案）及び課題等につい

て整理する。  
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 （成果品） 

第４条 本業務の成果品は以下のとおりとする。 

 （１）施設整備基本計画（Ａ４版レザック製本）     ５部 

 （２）施設整備基本計画（概要版）     ２０部 

 （３）イメージパース（Ａ３版）      １部 

 （４）ＰＦＩ等導入可能性調査報告書（Ａ４版レザック製本）   ５部 

 （５）ＰＦＩ等導入可能性調査報告書（概要版）    ２０部 

 （６）業務報告書（Ａ４版）     各２部 

 （７）上記電子データ（ＣＤ－Ｒ等）      １式 

 


